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平成２６年９月３０日判決言渡 

平成２５年（行ウ）第５６１号 税理士懲戒処分取消請求事件 

 

主    文 

       １ 原告の請求を棄却する。 

       ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

   処分行政庁が平成２５年６月５日付けで原告に対してした税理士業務の禁止

の処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

   本件は，税理士であった原告が，平成２５年６月５日付けで，①関与先の平

成１８年分及び平成１９年分の所得税の期限後申告並びに平成２０年分の所

得税の確定申告に当たり，所得金額を不正に計算した申告書を作成した行為又

は事実が税理士法（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）

４５条１項の規定に該当すると認められること，②同法４１条に規定されてい

る帳簿を作成していなかった行為又は事実が同法４６条の規定に該当すると

認められることを理由として，税理士業務の禁止の処分（以下「本件処分」と

いう。）を受けたことから，本件処分の取消しを求める事案である。 

 １ 関係法令の定め 

  (1) 税理士法 

   ア ４条（欠格条項） 

     次の各号のいずれかに該当する者は，前条の規定にかかわらず，税理士

となる資格を有しない。 

    一～六 （略） 

    七 懲戒処分により税理士業務を行うことを禁止された者で，当該処分を
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受けた日から３年を経過しないもの 

    八～十 （略） 

   イ ２６条（登録のまっ消） 

    (ｱ) １項 

      日本税理士会連合会は，税理士が次の各号の一に該当することとなっ

たときは，遅滞なくその登録をまっ消しなければならない。 

     一～三 （略） 

     四 前号に規定するもののほか，第４条第２号から第９号までの一に該

当するに至ったことその他の事由により税理士たる資格を有しない

こととなったとき。 

    (ｲ) ２項 

      （略） 

   ウ ４１条（帳簿作成の義務） 

    (ｱ) １項 

      税理士は，税理士業務に関して帳簿を作成し，委嘱者別に，かつ，１

件ごとに，税務代理，税務書類の作成又は税務相談の内容及びそのてん

末を記載しなければならない。 

    (ｲ) ２項 

      前項の帳簿は，閉鎖後５年間保存しなければならない。 

    (ｳ) ３項 

      税理士は，財務省令で定めるところにより，第１項の帳簿を磁気ディ

スクをもって調製することができる。 

   エ ４４条（懲戒の種類） 

     税理士に対する懲戒処分は，左の３種とする。 

    一 戒告 

    二 １年以内の税理士業務の停止 
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    三 税理士業務の禁止 

   オ ４５条（脱税相談等をした場合の懲戒） 

    (ｱ) １項 

      財務大臣は，税理士が，故意に，真正の事実に反して税務代理若しく

は税務書類の作成をしたとき，又は第３６条の規定に違反する行為をし

たときは，１年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止の処分を

することができる。 

    (ｲ) ２項 

      財務大臣は，税理士が，相当の注意を怠り，前項に規定する行為をし

たときは，戒告又は１年以内の税理士業務の停止の処分をすることがで

きる。 

   カ ４６条（一般の懲戒） 

     財務大臣は，前条の規定に該当する場合を除くほか，税理士が，第３３

条の２第１項若しくは第２項の規定により添付する書面に虚偽の記載を

したとき，又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定

に違反したときは，第４４条に規定する懲戒処分をすることができる。 

  (2) 平成２０年財務省告示第１０４号（乙７。以下「本件告示」という。） 

   Ⅰ 総則 

    第１ 量定の判断要素及び範囲 

       税理士に対する懲戒処分及び税理士法人に対する処分（以下「懲戒

処分等」という。）の量定の判断に当たっては，Ⅱに定める違反行為

ごとの量定の考え方を基本としつつ，以下の点を総合的に勘案し，決

定するものとする。 

       ① 行為の性質，態様，効果等 

       ② 税理士の行為の前後の態度 

       ③ 懲戒処分等の処分歴 
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       ④ 選択する処分が他の税理士及び社会に与える影響 

       ⑤ その他個別事情 

       （略） 

       なお，Ⅱに定める量定の考え方によることが適切でないと認められ

た場合には，税理士法（昭和２６年法律第２３７号。以下「法」とい

う。）に規定する懲戒処分等の範囲を限度として，量定を決定するこ

とができるものとする。 

    第２ 違反行為の異なるものが２以上ある場合 

       Ⅱに定める違反行為の類型の異なるものが２以上ある場合の量定

は，それぞれの違反行為について算定した量定を合計したものを基本

とする。 

    第３ 税理士業務の停止期間 

       （略） 

   Ⅱ 量定の考え方 

    第１ 税理士に対する量定 

       税理士に対する懲戒処分の量定は，次に定めるところによるものと

する。 

       一 税理士が法第４５条第１項及び第２項（脱税相談等をした場合

の懲戒）の規定に該当する行為をしたときの量定の判断要素及び

量定の範囲は，次の区分に応じ，それぞれ次に掲げるところによ

る。 

        (1) 故意に，真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作

成をしたとき，又は法第３６条（脱税相談等の禁止）の規定に

違反する行為をしたとき。 

          税理士の責任を問い得る不正所得金額等（国税通則法第６８

条に規定する国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となる
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べき事実の全部又は一部を隠ぺいし，又は仮装したところの事

実に基づく所得金額，課税価格その他これらに類するものをい

う。以下同じ。）に応じて， 

          ６月以上１年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止 

        (2) （略） 

       二 税理士が法第４６条（一般の懲戒）の規定に該当する行為をし

たときの量定の判断要素及び量定の範囲は，次の区分に応じ，そ

れぞれ次に掲げるところによる。 

        (1)～(3) （略） 

        (4) 法第４１条（帳簿作成の義務）の規定に違反したとき。 

          戒告 

        (5)～(7) （略） 

    第２ 税理士法人に対する量定 

       （略） 

 ２ 前提事実（当事者間に争いがないか，文中記載の証拠及び弁論の全趣旨によ

り容易に認定することができる事実） 

  (1) 当事者等 

ア 原告は，昭和４８年▲月▲日に税理士名簿に登録を受けた税理士であ

った。 

イ Ａは，平成１８年春頃から平成２１年２月頃まで，インターネット上に

販売サイトを開設して情報販売等をする事業（以下「本件事業」という。）

を行っていたが，平成１８年分及び平成１９年分の所得税の確定申告をし

ていなかった（甲８の１，３，４）。 

  (2) 確定申告等 

ア Ａは，平成２０年分の所得税についても確定申告をしないつもりであっ

たが，その当否につき，平成２１年２月１０日頃，面識のあった原告と面
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談して相談したところ，原告から，３年分の確定申告をすべきである旨の

指導を受けたので，原告に対して，確定申告書の作成を依頼することとし

た（甲８の２，４，甲１０）。 

イ 原告は，平成２１年３月１１日，Ａから，本件事業の売上金額などが記

載された手書きのメモ（甲４の１から３まで。以下「本件メモ」という。）

の提出を受け，同人の平成１８年分から平成２０年分までの所得税の確定

申告書（以下「本件各確定申告書」という。）を作成し，その内容につい

て同人から承諾を得た上，平成２１年３月１６日，本件各確定申告書を福

井税務署長に提出した。その概要は，別紙２の各「当初申告」欄のとおり

である（以下「本件各確定申告」という。）。そして，Ａは，本件各確定

申告書に記載した納税額を納付した（弁論の全趣旨）。 

   ウ Ａは，平成２１年８月頃以降，金沢国税局により，所得税に関する調査

を受けた（乙２）。そして，Ａは，平成２２年７月３０日，同人の平成１

８年分から平成２０年分までの所得税の修正申告書（以下「本件各修正申

告書」という。）（乙３の１から３まで）を福井税務署長に提出し，別紙

２の各「修正申告」欄のとおり修正申告（以下「本件各修正申告」という。）

をした（国税通則法１９条１項）。また，本件各修正申告に基づく増加税

額について，平成２２年８月３０日，重加算税の賦課決定がされた。 

   エ Ａは，同人の平成１９年分及び平成２０年分の所得税の脱税について公

訴を提起され（所得税法違反被告事件），平成２３年６月３日，福井地方

裁判所において，①平成１９年分の実際総所得金額が５３６０万９４２１

円であったにもかかわらず，不正の行為により，同年分の所得税１８２８

万４０００円を免れ，また，②平成２０年分の実際総所得金額が１億１８

４１万７７９９円であったにもかかわらず，総所得金額が２０７５万６２

４７円，所得税額が５３５万４４００円である旨の虚偽の所得税の確定申

告書を福井税務署長に提出し，不正の行為により，同年分の正規の所得税
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額４４３１万８０００円と申告納税額との差額３８９６万３６００円を

免れたとして，懲役１年２月及び罰金１４００万円に処し，３年間その懲

役刑の執行を猶予する旨の判決の宣告を受けた（甲８の１）。 

  (3) 税理士法５５条１項の規定に基づく調査等 

   ア 原告が本件各確定申告書を作成した行為（以下「本件書類作成行為」と

いう。）について，平成２４年１１月７日，税理士法５５条１項の規定に

基づく調査（以下「本件調査」という。）が行われた。 

   イ 原告は，本件調査において，①原告は，Ａから，平成２１年２月２４日

頃，所得税の確定申告書の作成に必要な資料を警察に押収されたことを伝

えられ，このことを，Ｂ弁護士（　　　　　　以下省略　　　　　　）に

相談したが，同弁護士からは，手元に資料がない状態であっても，税金の

ことで罪が重くなっても困るので，所得税の確定申告をした方が良いとア

ドバイスされたので，これを受けて，依頼人であるＡに申告するかどうか

尋ねたところ，同人から確定申告する旨の回答があり，同人の指示に従い，

３年分合計の納税額が１０００万円以内となるように計算し，所得税の確

定申告書を作成し，福井税務署長に提出したこと，②原告がＡの所得税の

確定申告書を作成した平成２１年３月当時，原告はＡの正しい売上金額も

所得金額も知らず，真に申告すべき金額を把握していなかったので，故意

に所得金額及び税額を圧縮した確定申告書を作成したという認識はない

旨述べた（乙２・１３枚目）。 

  (4) 聴聞等 

   ア 処分行政庁は，平成２５年４月１７日に行政手続法１３条１項の規定に

基づき聴聞を行うに当たり，同年３月１４日付けで，原告に対し，同法１

５条１項の規定により，不利益処分の原因となる事実を通知した。その内

容は，①関与先であったＡの平成１８年分及び平成１９年分の所得税の期

限後申告並びに平成２０年分の所得税の確定申告に当たり，同人から売上


取り消し線


取り消し線
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金額などが記載されたメモ（本件メモ）を受領したが，同人から３年分の

納税額が１千万円以内になるように依頼され，本件メモに記載された売上

金額を半分に圧縮して計上するなどにより所得金額を不正に計算した（な

お，平成２０年分の所得税の申告を捉えてみても，８４２９万８７３７円

の所得金額を不正に圧縮した。）申告書を作成した行為又は事実が税理士

法４５条１項の懲戒処分事由に該当すると認められ，②同法４１条に規定

されている帳簿を作成していなかった行為又は事実が同法４６条の懲戒

処分事由に該当するというものであった（甲１）。 

   イ 原告は，平成２５年４月１７日に行われた聴聞（以下「本件聴聞」とい

う。）の期日において，上記アの①及び②の不利益処分の原因となる事実

について，Ａは警察に資料を押収され，正しい申告ができない状況であり，

期限後申告もやむを得ないと判断し，資料が返還されたら正しい申告をす

るつもりであったが，弁護士から脱税で罪を加重されても困るので，何と

か申告してくれと依頼され，Ａから「３年で１千万円ぐらいにしておいて

くれ」といわれ，不本意ながら申告書を作成したものであり，Ａから送ら

れた本件メモが正しいか正しくないかも判断できない状況であったため，

「不正に所得金額を圧縮した」と指摘されることについては承服しかねる

旨述べた（乙４・３枚目）。 

  (5) 本件処分等 

   ア 処分行政庁は，平成２５年６月５日付けで，税理士法４５条１項及び４

６条の規定に基づき，上記(4)アの①及び②の不利益処分の原因となる事

実を理由として，本件処分をして通知した（同法４７条５項。甲２）。 

   イ 本件処分は，平成２５年６月７日に効力を生じ，同月１８日に公告され

た（甲９・７頁。税理士法４８条）。そして，日本税理士会連合会は，原

告が税理士法４条７号の欠格条項に該当したとして税理士の登録を抹消

した（甲３）。 
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 ３ 争点 

  (1) 原告が税理士法４５条１項の規定に該当するか否か，具体的には，「故意

に，真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をした」と認めら

れるか否か。 

  (2) 本件処分が考慮すべき事情を考慮せず，過度に重い処分を課すものとし

て，比例原則に反し，処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱するものか否か。な

お，原告は，上記前提事実(4)アの②の事実が量定の基礎となることについ

ては争っていない。 

 ４ 争点についての当事者の主張 

  (1) 争点(1)（原告が「故意に，真正の事実に反して税務代理若しくは税務書

類の作成をした」と認められるか否か。）について 

   ア 被告の主張の要旨 

     本件各確定申告書は，原告が，Ａの平成１８年分から平成２０年分まで

の納付税額が合計１０００万円以下になるように，同人が原告に対してフ

ァックスで送信した３枚の手書きのメモ（本件メモ）に記載されている売

上金額を圧縮するなどして作成したものであり，Ａが福井税務署に提出し

た本件各修正申告書の内容が，本件各確定申告書の内容とは大きく異なる

ものであることからしても，本件各確定申告書の内容が真正の事実に反す

るものであることは明らかである。 

     原告は，本件調査において，「売上げ集計メモに記載された金額よりは，

売上金額もあったと思います。納税額も３年分で合計１０００万円以下に

なることはないと思いました。」などと述べ，本件聴聞の期日においても，

「もちろん，事実に反するとの認識はありました。資料も何も見ていない

ので，どんな方法でも正しい申告書は作れません。」などと述べており，

原告が，本件書類作成行為の当時，自ら作成した本件各確定申告書の内容

が真正の事実に反しているおそれがあることを認識していたことは明ら
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かである。 

   イ 原告の主張の要旨 

    (ｱ) 税理士法４５条１項の「真正の事実に反して税務代理若しくは税務書

類の作成をした」とは，税理士が委嘱者である納税者から提示を受けた

帳簿，書類等に基づき自己の職業専門家としての知識と経験による判断

をもって真正の事実に反すると認識しながら，あえてその不真正な事実

について税理士法２条１項１号又は２号に規定する税務代理又は書類

の作成をしたことをいう。 

      しかるに，税理士が委嘱者である納税者から帳簿，書類等の提示を受

けられないために，当該税理士の職業専門家としての知識と経験による

判断をもってしても真正の事実を把握することが困難な場合には，仮

に，当該税務代理又は税務書類の作成が，結果として，真正の事実に反

していた場合であっても，「税理士が委嘱者である納税者から提示を受

けた帳簿，書類等に基づき自己の職業専門家としての知識と経験による

判断をもって真正の事実に反すると認識」するための前提を欠くという

べきであり，この場合には，当該税理士は，当該申告書作成時において

入手可能な一定の資料及び当該資料を前提とした職業的専門家として

の知識と経験に基づく合理的判断によって一応の税務書類の作成等を

すれば，その行為は，「真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類

の作成をした」とはいえないと解すべきである。 

      このように解しないと，本件のように，特に，委嘱者が故意に税理士

をだまそうとして帳簿，書類等の証ひょうが委嘱者の手元に存在しない

などと当該税理士に伝え，実際にも当該証ひょう類が捜査機関に押収さ

れた等の事情が存在することによって委嘱者の上記言辞を信ずべき相

当の理由が認められるために，当該税理士において「真正の事実」を把

握するすべがない場合に，当該税理士がやむなく当該委嘱者から提示を
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受けた真正の事実に合致すると認めるにはおよそ不十分な資料を基に

一応行った税務書類の作成が，結果として，後日真正の事実に反してい

ることが判明したときに，常に「真正の事実に反して税務代理若しくは

税務書類の作成をした」と認められてしまうことになり，極めて不合理

で不当な結果となってしまうからである。また，このように解すること

が，本来客観的要件として置かれた「真正の事実に反して」の解釈の中

に，主観的要件である「故意」とは別に，殊更に，「真正の事実に反す

ると認識しながら，あえて」という主観的要素が加味されていることに

合致する。さらに，国税通則法１９条が修正申告を許容していることか

らすれば，諸般のやむを得ない事情から当該税理士が真正の事実を把握

することが困難な場合には，暫定的な措置として仮の数字による申告を

しておいた上で，後日真正の事実を把握でき次第修正申告をすることも

許されていると解されるべきであるとの実務上の要請にも合致する。 

    (ｲ) 本件においては，委嘱者であるＡにおいて，その帳簿，証ひょう等の

押収を受けていたために，税理士である原告が委嘱者から交付を受けた

資料は，その記載が実体的な金額を反映したものとはおよそ考え難いＡ

作成の本件メモだけであった。また，本件において，Ａは，原告に対し，

本件事業に関連する資料は全て押収されて何も残っていない旨説明し，

客観的にも，Ａの自宅に家宅捜索が入っており，同人が説明する資料が

存在しないとの事情が認められると信じるに足りる状況にあった。加え

て，後日発覚した事実によれば，当時，Ａは，原告が上記資料なしには

正確な申告ができないと認識しているのに乗じて，殊更に真実を説明せ

ず，当該資料を見せないようにしていたというのである。よって，客観

的にも主観的にも，原告が「納税者から帳簿，書類等の提示を受けられ

ない」状態にあったことは明らかであり，これによって，本件各確定申

告書の内容は，「結果として，真正の事実に反していた」ものである。
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そのために，原告は，職業専門家としての知識と経験による判断をもっ

てしてもＡの総収入金額と必要経費に関する真正の事実を把握するこ

とができず，同人の事業所得の金額に関する真正の事実を把握すること

もできなかった。なお，このことは，その後，Ａが原告に対して納付税

額が合計１０００万円以下になるように依頼した事実によって影響を

受けない。 

    (ｳ) 以上の次第で，上記前提事実(4)アの①の不利益処分の原因となる事

実は「真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をした」と

はいえず，原告は税理士法４５条１項に該当しない。 

  (2) 争点(2)（本件処分が比例原則に反し，処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱

するものか否か。）について 

   ア 原告の主張の要旨 

    (ｱ) 税理士等に対する懲戒処分等の考え方について 

      税理士業務の禁止の処分が税理士に対する懲戒処分（税理士法４４条

各号）の中でも最も重い処分であって税理士の営業の自由に対するいわ

ば極刑であることからすれば，その処分をするに際して量刑を判断する

に当たっては，①行為の性質，態様，効果等，②税理士の行為の前後の

態度，③懲戒処分等の処分歴，④選択する処分が他の税理士及び社会に

与える影響，⑤その他個別事情を総合的に勘案して決定すべきであっ

て，当該行為者に対する処分として著しく過酷な結果をもたらすことの

ないようにされなければならない。 

    (ｲ) 本件処分が懲戒処分として不相当であること。 

     ａ 本件においては，まず，上記前提事実(4)アの①の不利益処分の原因

となる事実は「真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成

をした」とはいえず，原告は税理士法４５条１項に該当しないから，

本件処分の理由となる原告の行為は同②の不利益処分の原因となる
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事実である帳簿の不作成のみと考えるべきであり，この事実の違法性

の程度に比して，税理士業務の禁止の処分という本件処分が重きに失

し，原告に対して著しく過酷な結果をもたらすことは明らかである。 

     ｂ 次に，仮に，原告が税理士法４５条１項に該当し，本件処分の理由

となる原告の行為が上記前提事実(4)アの①及び②の不利益処分の原

因となる事実であったとしても，本件においては，次のような事情が

認められる。 

      (a) 行為の性質，態様，効果等 

        原告は，過去に所得税を申告，納税していなかったＡから依頼を

受け，期限内に適正な納税をさせようとしたものであり，この行為

は，税理士法１条の「独立した公正な立場において」，「納税義務

の適正な実現を図る」との税理士の使命にかなうものである。 

        客観的に見ても，原告による本件各確定申告書の作成の結果とし

て，従前，所得税を無申告，無納税であったＡについて，平成１８

年度分として４万２２００円，平成１９年度分として１５６万０３

００円，平成２０年度分として５３５万４４００円の合計約７００

万円の所得税の納付が実現した。 

        これに対して，被告は，本件各確定申告における納税金額は，本

来納税すべき金額に照らして著しく過小であり，およそ「納税義務

の適正な実現」が図られるようなものでないと主張する。しかしな

がら，被告のいう「本来納税すべき金額」とは，結局のところ，本

件各修正申告に基づく納税額のことであり，原告にとって本件各確

定申告時においては知り得なかった金額である。被告の主張は，そ

もそも原告が本件各確定申告時においては「本来納税すべき金額」

を把握できなかったことを看過し，結果論に基づき，本件各確定申

告時の原告に不可能を強いるものといわざるを得ない。このように
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原告が本件各確定申告時においては「本来納税すべき金額」を把握

できなかったことを考慮するならば，無申告による無納税の放置と

暫定的な申告による約７００万円の納税とを比べて，相対的に見て

いずれがより「納税義務の適正な実現を図る」ことに資しているか

は自明というべきである。 

      (b) 税理士の行為の前後の態度 

        原告は，本件各確定申告後，Ａとの後日の修正申告の約束に基づ

き，修正申告にいつでも取り掛かる準備でいたが，同人の巧妙な裏

切り行為によって，遺憾ながらこれが実現しなかった。なお，原告

は，平成２２年春頃，Ａ及び同人の刑事弁護人である弁護士２人と

面談した際に，同人らに対し，本件各確定申告が暫定的な申告であ

ったことを確認し，Ａとの間で修正申告の約束をしていたことを前

提に，修正申告については後任の税理士に依頼してほしい旨明確に

告げて引継ぎを行い，同人らから承認を得ており，修正申告実現の

ための積極的な行動はとったというべきである。 

        また，原告は，平成２３年当時のＡの所得税法違反被告事件にお

いても，その後の本件聴聞の期日においても，一貫して真実を述べ，

修正申告に至らなかった事実を認めつつ，その経緯を説明してお

り，その態度に不誠実な点は見られない。 

      (c) 懲戒処分等の処分歴 

        原告は，これまでに税理士として懲戒処分を受けたことはない。 

      (d) 選択する処分が他の税理士及び社会に与える影響 

        後日の修正申告をする約束の下に，やむを得ず真実には合致しな

い金額での仮申告をして納税させる行為が，その動機や経緯にかか

わらず最も重い懲戒処分を受けるとなれば，これに触れる一般の税

理士に対して，特殊な状況下において客観的な資料を有していない
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と考えられる依頼者からの申告依頼は受任せず，客観的な資料がな

い限りは申告をしないという方向に萎縮させるおそれがあり，結果

として，上記のような依頼者を適正な申告，納税に導くことが不可

能となり，「納税義務の適正な実現」という使命を果たすことがで

きないばかりか，社会において違法な無申告を増長させかねない。 

      (e) その他個別事情 

        原告は，Ａの刑事弁護人に就任したＢ弁護士から無申告を放置

すれば所得税法違反の立件によってＡの罪が更に重くなる可能性

があり，期限内に所得税の申告をすることが望ましい旨の弁護人と

しての意見を聞き，原告においてもＡの罪が更に重くなることを心

配したことは事実であるが，原告の主たる動機は，従前，納税の申

告をしてこなかったＡに対して適正な納税を促し，再び，違法な無

申告を繰り返すことのないようにすることにあり，苦肉の策として

修正申告を要するような暫定的な仮申告をしたのもまた無申告を

回避し，せめて当該時点において納税できる金額を納税させ，「納

税義務の適正な実現を図る」との税理士の使命を可能な限りで全う

しようとしたものである。このことは，本件各確定申告までに，原

告とＡとの間に，原告が自身の税理士としての経歴を犠牲にしてま

でＡの利益を図ろうとするだけの関係が存在せず，また，本件各確

定申告によって，原告がＡから本件各確定申告書作成に係る適正な

報酬額を超える経済的な利益を得ている事実も存在しないことか

らしても明らかであって，そこにＡに税務上の便宜を図り，自身の

利益を得ようとしたというような内心は存在しない。 

     ｃ 結論 

       以上のとおり，上記(ｱ)の①から⑤までの判断要素について，本件の

事案に即して具体的に検討し，これらを総合的に勘案するのであれ
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ば，本件書類作成行為には，原告について，上記ｂ(a)から(e)までの

とおり，①行為の性質，態様，効果等に係る正当事由，②行為の前後

の態度に係る正当事由，③過去に１度も懲戒処分を受けたことがない

という経歴，④本件において税理士業務の禁止の処分という重い懲戒

処分を課すことになれば，かえって税理士を萎縮させ，その「納税義

務の適正な実現」の使命を果たすことができず，結果として，社会に

おいて違法な無申告を増長させかねないこと，⑤本件の動機において

も正当事由が認められることが明らかである。このような各事情の存

在に鑑みれば，処分行政庁は，本件書類作成行為について原告に一応

の責任を問い得る不正所得金額の多額さを考慮してもなお対象行為

の性質に比して不当に過大な税理士業務の禁止の処分という懲戒処

分を課したものである。 

       以上の次第で，処分行政庁は，原告に対して本件処分を課すに当た

り，判断の過程において，考慮すべき上記①から⑤までの事情を十分

かつ適切に考慮せず，その結果として，本件書類作成行為に対して，

過度に重い処分を課したものであるから，本件処分は，比例原則に反

し，処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱するものとして違法である。 

   イ 被告の主張の要旨 

    (ｱ) 税理士等に対する懲戒処分等の考え方について 

      税理士法４５条１項は，税理士業務が納税義務者に対してのみならず，

税務行政に対しても重大な影響を与えるものであることに鑑み，税理士

が税理士業務を執行するに当たっての秩序を保持するため，財務大臣に

監督上の行政処分として，税理士に対する懲戒処分を規定したものであ

り，同項に基づく懲戒処分については，税理士に対する監督権限を有す

る財務大臣に合理的な裁量権が付与されている。したがって，税理士法

４５条１項に基づく懲戒処分については，処分権者である財務大臣の第
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１次的判断権が尊重されるべきであり，財務大臣に付与されている裁量

権の範囲を超え又はこれを濫用したと認められる場合に限り，違法とさ

れると解すべきである（行政事件訴訟法３０条参照）。 

      この点，税理士等に対する懲戒処分等の考え方については，平成２０

年３月３１日付け「税理士・税理士法人に対する懲戒処分等の考え方」

（財務省告示第１０４号。本件告示）が公表されている。本件告示によ

れば，税理士法４５条１項の規定に該当する行為に対する懲戒処分の量

定の判断要素及び量定の範囲については，「税理士の責任を問い得る不

正所得金額等（国税通則法第６８条に規定する国税の課税標準等又は税

額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし，又は仮装

したところの事実に基づく所得金額，課税価格その他これらに類するも

のをいう。以下同じ。）に応じて，６月以上１年以内の税理士業務の停

止又は税理士業務の禁止」とされており（Ⅱ第１の一(1)），基本的に

は，税理士の責任を問い得る不正所得金額等が高くなればなるほど処分

が重くなると考えられている。そして，量定の判断に当たっては，上記

違反行為ごとの量定の考え方を基本としつつ，①行為の性質，態様，効

果等，②税理士の行為の前後の態度，③懲戒処分等の処分歴，④選択す

る処分が他の税理士及び社会に与える影響，⑤その他個別事情を総合的

に勘案し，決定することとされている。 

    (ｲ) 本件処分が懲戒処分として相当であること。 

     ａ 原告の責任を問い得る不正所得金額 

       原告は，Ａの平成２０年分の所得税の確定申告書について見ても，

本件メモに記載されている返金を差し引いた売上金額が１億４５０

５万４９８４円，経費の合計が４０００万円であり，所得金額が１億

０５０５万４９８４円であったのに対し，所得金額を２０７５万６２

４７円として申告しているのであるから，原告の責任を問い得る不正
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所得金額（原告が故意に圧縮した所得金額）は，その差額の８４２９

万８７３７円である。 

     ｂ 行為の性質，態様，効果等 

       申告納税制度は，納税義務者の適正な申告を前提として成り立って

おり，税理士が，納税義務者の依頼に沿って，故意に真正の事実に反

して納税書類を作成し，申告をすることは許されない（税理士法１条

参照）。仮に，適正な申告をした場合における納税金額がＡの資力に

照らして高額であったとしても，同人が適正な申告をした上で適正な

税金を納める義務を免れることはなく，同人から依頼を受けた原告も

また税理士の職務として適正な申告をする義務を免れるものではな

い。したがって，適切な申告をした場合における納税金額がＡの資力

に照らして高額であったことは，原告がＡの依頼に沿って所得金額を

不正に圧縮するなどして同人において支払可能な額に納税金額を調

整すべく故意に真正の事実に反して本件各確定申告書を作成したこ

とを何ら正当化するものではない。 

       原告は，無申告による無納税と仮の申告による約７００万円の納税

を比較し，「納税義務の適正な実現」の効果が認められると主張する。

しかしながら，税理士法１条にいう「納税義務の適正な実現」とは，

「過大でも過小でもなく納税する」ことをいうところ，本件各確定申

告における納税金額は，本来納税すべき金額に照らして著しく過小で

あり，およそ「納税義務の適正な実現」が図られるようなものでなか

った。他方で，無申告による無納税とは，本来納付すべき税金を納付

していないという状態であり，このような状態と，本件各確定申告に

おける納税金額が納められた場合とを比較して，いずれが「納税義務

の適正な実現」が図られているかなどということを論じることには意

味がない。 



－19－ 

       以上のとおり，本件書類作成行為の性質，態様及び効果について，

原告に酌量すべき特段の事情は見当たらない。 

     ｃ 税理士の行為の前後の態度 

       原告は，本件各確定申告後，Ａとの後日の修正申告の約束に基づき，

修正申告にいつでも取り掛かる準備でいたが，同人の巧妙な裏切り行

為によって，これが実現せず，また，同人の所得税法違反被告事件に

おいても，本件聴聞の期日においても，一貫して真実を述べるなど，

その態度に不誠実な点は見られない旨主張する。しかしながら，そも

そも原告が，Ａとの上記約束に基づく後日の修正申告がされるか否か

について責任を負うことができないにもかかわらず，同人の依頼に沿

って所得金額を不正に圧縮するなどして真正の事実に反して本件各

確定申告書を作成したこと自体が許されない行為である。上記約束に

基づく後日の修正申告がされなかったことについてＡの巧妙な裏切

り行為があったなどとして同人に責任を転嫁する原告の主張は，上記

の点についての理解を誤ったものであり，失当である。 

       また，原告は，修正申告にいつでも取り掛かる準備でいた旨主張す

る。しかしながら，原告は，本件各確定申告後，Ａに連絡すらしてお

らず，本件各確定申告について修正申告を実現するための積極的な行

動をとった事実はうかがわれない。 

       なお，所得税法違反被告事件及び本件聴聞の期日において真実を述

べることは，当然のことであり，量定判断において格別しんしゃくす

べき事情とはいえない。 

       したがって，本件書類作成行為後の原告の態度についても，しんし

ゃくすべき特段の事情は見当たらない。 

     ｄ 懲戒処分等の処分歴 

       確かに，原告は，過去に懲戒処分を受けたことがなく，このことは，
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量定判断においてしんしゃくすべき事情の１つにはなり得る。しかし

ながら，税理士法４５条１項の故意による不真正税務書類の作成行為

は，「税務に関する専門家として，独立した公正な立場において，申

告納税制度の理念にそって，納税義務者の信頼にこたえ，租税に関す

る法令に規定された納税義務の適正な実現を図る」（税理士法１条）

ことを使命とする税理士の非行行為の中でも，最も悪質な非行行為で

ある。また，原告の責任を問い得る不正所得金額は，平成２０年分に

ついて見ても極めて高額であり，過去の処分例と比較しても，本件書

類作成行為に対しては，特に重い懲戒処分を課されてしかるべきであ

る。これらのことから，処分行政庁は，本件書類作成行為に対する懲

戒処分として，原告が過去に懲戒処分を受けたことがないことを考慮

してもなお税理士業務の禁止の処分が相当であると判断したもので

ある。 

     ｅ 選択する処分が他の税理士及び社会に与える影響 

       原告は，後日の修正申告をする約束の下に，やむを得ず真実には合

致しない金額での仮申告をして納税させる行為が，その動機や経緯に

かかわらず懲戒処分の対象となるのであれば，税理士は客観的な資料

を有していない依頼者からの申告依頼は受任せず，客観的な資料がな

い限りは申告をしないという方向に萎縮するおそれがあり，結果とし

て，「納税義務の適正な実現」（税理士法１条）という使命を果たす

ことができないばかりか，違法な無申告を増長させかねない旨主張す

る。しかしながら，「納税義務の適正な実現」が適正な申告によって

図られるべきものであることは，当然のことである。税理士が納税義

務者の依頼に沿って不正に所得金額を圧縮するなどして納税金額を

納税義務者の支払可能な金額に調整すべく故意に真正の事実に反し

て納税書類を作成して申告をすることにより，結果として無申告が回
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避されたとしても，このような申告により「納税義務の適正な実現」

が図られるなどということはあり得ない。原告の主張は，無申告とい

う本来されるべきことがされていない状態と比較して，不真正な税務

書類の作成を正当化している点において，前提を誤っている。原告の

上記主張は，税理士による不真正な税務書類の作成を助長するばかり

でなく，税理士全体の信用を失墜させることにもつながるものであ

り，このような観点からしても，本件書類作成行為を軽く見ることは

できない。したがって，処分が他の税理士及び社会に与える影響とい

う点について見ても，本件処分が不当に過大であるということはでき

ない。 

     ｆ その他個別事情 

       原告は，原告が本件各確定申告をした主たる動機は，Ａに対して適

正な納税を促し，再び，違法な無申告を繰り返すことのないようにす

ることにあったなどとして，このような動機を懲戒処分の量定判断に

おいて考慮すべきであると主張するようである。しかしながら，原告

がＡに所得税の確定申告をさせたのは，Ｂ弁護士から所得税の無申

告を放置すれば，Ａの刑事手続において刑が重くなる可能性がある旨

の指摘を受けたためであり，本件各確定申告は，同人の刑が重くなら

ないようにすることを目的としてされたものである。加えて，原告が

税理士の職務としてＡの資力にかかわらず，収集可能な資料に基づい

てできる限り適正な申告をするように同人を説得すべき立場にあり

ながら，このような説得を十分に行わないまま同人の依頼に沿って安

易に不真正な税務書類を作成したことや，自ら故意に真正の事実に反

して税務書類を作成し，これに基づいて本件各確定申告をしておきな

がら，その後，これを是正するために同人に連絡を取ることすらしな

かったことなどからして，本件書類作成行為の動機が同人に適正な納
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税を促すことにあったということは考え難い。したがって，このよう

な動機を本件書類作成行為に対する懲戒処分の量定判断において考

慮すべきであるとする原告の上記主張は，前提において失当といわざ

るを得ない。 

     ｇ 結論 

       以上のとおり，原告の責任を問い得る不正所得金額は，平成２０年

分について見ても極めて高額であり，過去の処分例と比較しても，税

理士業務の禁止の処分が相当であると考えられたこと，本件告示にお

いて考慮すべき事情として挙げられている不正所得金額以外の事情

を見ても，懲戒処分の量定判断に影響し得るような特段の事情は存し

ないと認められたことから，処分行政庁は，本件書類作成行為に対す

る懲戒処分として税理士業務の禁止の処分が相当であると判断し，原

告に対し，本件処分をしたものであり，本件処分は，懲戒処分として

重きに失するということはなく，相当であって，財務大臣に付与され

ている裁量権の範囲を超え又はこれを濫用したものでないことは明

らかである。したがって，本件処分は適法である。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   上記前提事実，争いのない事実，文中記載の証拠及び弁論の全趣旨によれば，

以下の事実を認定することができる。 

  (1) 原告は，昭和４４年に公認会計士名簿に登録を受け，昭和４８年に兵庫県

神戸市において税理士としても開業した後，平成１２年に東京都Ｃ区に事

務所を移転し，以降，同区において税理士として開業していた（甲１０・１

頁，乙２・２枚目）。 

  (2) 原告は，Ａの親族が経営している会社の顧問税理士であった関係で，Ａと

顔見知りであったところ，平成２１年２月上旬，同人から，税金のことで相
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談に乗ってほしいという電話を受け，同月１０日，東京都港区αにおいて，

同人と面談した。 

    原告は，その際，Ａから，平成１８年頃からインターネットを利用して株

式投資に関する情報を販売するなどの事業（本件事業）を行っており，平成

２０年には１億円以上の売上げがあるものの，一切申告していないが，申告

した方が良いかとの相談を受けたので，同人に対し，当然，申告しなければ

ならない旨を説明した。原告は，当時多忙であったことから，本件事業の内

容や書類の保管状況についての詳しい話は聞かず，Ａに対し，同人の平成１

８年分から平成２０年分までの所得税の確定申告に必要な売上げや経費が

分かる書類を整理し，書類の整理ができたら原告に連絡するように依頼し，

Ａが整理した書類に基づき原告が所得税の確定申告をすると説明した。 

    なお，原告は，Ａから，株式投資の情報を得るのに経費が相当掛かってい

るとも聞いたことから，平成２０年には１億円以上の売上げがあるといって

も，利益が莫大に上がっているわけではないであろうと思っていた。（以上

につき，甲８の２・１頁から４頁まで，甲８の４・２頁，３頁，甲１０・２

頁，３頁，乙２・３枚目，４枚目） 

  (3) Ａは，平成２１年２月２４日，警察から捜索差押えを受け，本件事業に関

する資料を押収された。もっとも，本件事業の主要な売上げや経費について

は，銀行口座を通じて管理されており，現金で支払った経費は経費全体の数

パーセントであったので，上記資料がなくても，本件事業に関する収支は概

ね正確に把握することが可能な状態であった。 

    原告は，平成２１年２月２４日，Ａから，警察の捜査を受け，本件事業の

関係資料を全て警察に押収されてしまい，今後のことを含めて弁護士に相談

したいので，弁護士を紹介してもらえないかという電話を受けたため，２０

年来の付き合いがあったＢ弁護士をＡに紹介した。 

    そして，原告は，Ｂ弁護士に対し，Ａは，個人で事業をしており，所得
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があるものの，所得税の確定申告をしておらず，今回，本件事業の関係資料

を警察に押収されてしまい，手元に資料がない状態であるが，どうしたら良

いかと相談したところ，同弁護士から，税金のことで罪が重くなってもまず

いので，Ａの平成１８年分から平成２０年分までの所得税の確定申告をして

おいた方が良いといわれ，所得税の確定申告を同人にさせることとした。

（以上につき，甲８の２・４頁，５頁，甲８の４・３頁，４頁，甲１０・３

頁，４頁，乙２・４枚目，乙４・３枚目） 

  (4) 原告は，平成２１年３月１１日，Ａと面談し，同人に対し，本件事業の売

上金額や経費について確認したところ，同人から，本件事業の関係資料を全

て警察に押収されてしまい，正確には分からないといわれたことから，正し

い所得税の確定申告をすることはできないと認識したが，同人に対し，平成

２０年分の所得税の申告期限である平成２１年３月１６日までに同人の平

成１８年分から平成２０年分までの所得税の確定申告をする必要があり，同

日までにする所得税の確定申告は，あくまで仮の申告であって，警察に押収

された資料が返還されたら，正しく所得税の修正申告をしなければならない

と説明した上，確定申告をするため，記憶の範囲で構わないから売上げと経

費について３年分の数字を出すように依頼した。他方，原告は，所得税の確

定申告をしても，納税することができなければ意味がないと考え，Ａに対し，

用意することができる金額を確認したところ，同人から，３年分の納税額が

合計１０００万円以下になるように依頼された。（以上につき，甲８の２・

６頁，７頁，甲８の４・３頁から５頁まで，甲１０・４頁，５頁，乙２・５

枚目，６枚目，乙４・３枚目） 

    Ａは，原告が警察に押収された資料が返還されなければ正しい所得税の確

定申告をすることができないと誤解しつつ，修正申告を前提とした確定申告

をすることを提案してきたことに乗じ，後日の修正申告をする意思がなかっ

たにもかかわらず，所得の一部のみを申告することとし，３年分の納税額が
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合計１０００万円以下になるように原告に依頼したものであった（甲８の

４・５頁から７頁まで）。 

  (5) 原告は，平成２１年３月１１日，Ａから，売上金額等が記載された本件メ

モ（甲４の１から３まで）をファックスで受信した。 

    本件メモのうち平成１８年分のもの（甲４の１）には，同年６月から１２

月までの売上げが合計５４８万２０７８円である旨記載されるとともに，

「投資の損 ３０００万」と記載されていた。 

    本件メモのうち平成１９年分のもの（甲４の２）には，同年１月から１２

月までの売上げが合計６５７５万７３５９円である旨記載されるとともに，

「投資の損 ５００万」と記載されていた。 

    本件メモのうち平成２０年分のもの（甲４の３）には，同年１月から１２

月までの売上げが合計１億５２５９万６４７０円であり，返金が合計７５４

万１４８６円である旨記載されるとともに，「投資の損 １０００万 支払

いコンサル料 ２５００万 広告料 １２００～１５００万」と記載されて

いた。 

    原告は，Ａの依頼により，３年分の納税額が合計１０００万円以下となる

ように試算してみたところ，本件メモの売上金額（平成２０年分については

売上金額から返金額を引いた金額）の５割を申告上の売上金額とし，その３

割を所得金額とすると，３年分の所得税額が約７７０万円となり，地方税額

を含め，３年分の納税額が合計１０００万円となった（甲４の１から３ま

で）。 

    そこで，原告は，平成１８年分収支内訳書については，①「売上（収入）

金額」欄に，本件メモのうち平成１８年分のもの（甲４の１）に記載されて

いる売上金額合計５４８万２０７８円の５割相当額である２７４万１０４

０円と記載し，②「所得金額」欄が売上金額の３割相当額となるように「経

費」欄を記載し，「経費計」欄に１９３万８７２９円と記載し，③「所得金
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額」欄に８０万２３１１円と記載した。 

    また，原告は，平成１９年分収支内訳書については，①「売上（収入）金

額」欄に，本件メモのうち平成１９年分のもの（甲４の２）に記載されてい

る売上金額合計６５７５万７３５９円の５割相当額である３２８７万８６

８０円と記載し，②「所得金額」欄が売上金額の３割相当額となるように「経

費」欄を記載し，「経費計」欄に２３１１万５０７７円と記載し，③「所得

金額」欄に９７６万３６０３円と記載した。 

    さらに，原告は，平成２０年分収支内訳書については，①「売上（収入）

金額」欄に，本件メモのうち平成２０年分のもの（甲４の３）に記載されて

いる売上金額合計１億５２５９万６４７０円から返金額合計７５４万１４

８６円を引いた合計１億４５０５万４９８４円の５割相当額である７２５

２万７４９２円と記載し，②「所得金額」欄が売上金額の３割相当額となる

ように「経費」欄を記載し（なお，「広告宣伝費」欄の１３２７万６４００

円については，本件メモのうち平成２０年分のものに記載されている「広告

料 １２００～１５００万」を参考として記載し，「支払手数料」欄の２４

６５万円については，同様に「支払いコンサル料 ２５００万」を参考とし

て記載した。），「経費計」欄に５１７７万１２４５円と記載し，③「所得

金額」欄に２０７５万６２４７円と記載した。 

    そして，原告は，平成２１年３月１３日，Ａに対し，上記の平成１８年分

から平成２０年分までの収支内訳書（以下「本件各収支内訳書」という。）

をファックスで送信し，同人から，本件各収支内訳書の内容で確定申告する

ことを了解した旨の連絡を受けた後，本件各確定申告書を作成し，平成２１

年３月１６日，福井税務署長に提出した。また，原告は，Ａから，本件各確

定申告書の作成等に関する税理士報酬として，５５万円の支払を受けた。

（以上につき，甲５から７まで，甲８の２・８頁から１０頁まで，甲８の４・

６頁，７頁，甲１０・５頁，６頁，乙２・６枚目から９枚目まで，資料３） 
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  (6) なお，原告は，本件各確定申告書及び本件各収支内訳書を作成するに当た

り，本件メモ（甲４の１から３まで）に記載された売上金額は，１円単位ま

で記載されていたため，何の根拠もない金額だとは思わなかったが，実際の

売上金額がより多額である可能性があると思っており，また，「支払コンサ

ル料」などと記載された経費と思われる金額は大雑把に過ぎ，何らかの資料

に基づいて記載された金額であるとは思えず，納税額も３年分で合計１００

０万円以下になることはないと思っていた。しかしながら，原告は，警察に

押収された資料が返還されたら正しく所得税の修正申告をすることを前提

とした取りあえずの確定申告であるから，本件メモの信ぴょう性について考

える必要はないと判断し，Ａに対し，本件メモの内容を確認することはしな

かった。（甲８の２・９頁，甲１０・５頁，６頁，乙２・９枚目，１０枚目） 

  (7) 原告は，Ａから修正申告をしたいとの申出があればそれに対応するつもり

であった。しかし，原告は，本件各確定申告書を福井税務署長に提出した後，

Ａに対して連絡をしたことはなく，また，同人からも警察に押収された資料

が返還されたという連絡や同資料に基づき修正申告をしてほしいという連

絡を受けたことはなかった。 

    警察に押収された資料は平成２１年６月にＡに返還されていたところ，原

告は，そのことを，金沢国税局によるＡの所得税に関する調査があった同年

８月以降に知った。原告は，平成２２年春頃にＡ及びＢ弁護士の後任の刑

事弁護人である弁護士２人と面談したが，その際に，その後にＡの所得税の

申告に関与することを断った（甲８の２・１０頁，１１頁，甲８の４・７頁，

８頁，甲１０・６頁から８頁まで，乙２・１０枚目）。 

 ２ 争点(1)（原告が「故意に，真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の

作成をした」と認められるか否か。）について 

  (1) 原告は，税理士法４５条１項の「真正の事実に反して税務代理若しくは税

務書類の作成をした」という要件（以下「本件作成行為要件」という。）は，
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「税理士が委嘱者である納税者から提示を受けた帳簿，書類等に基づき自己

の職業専門家としての知識と経験による判断をもって真正の事実に反する

と認識しながら，あえてその不真正な事実について税理士法２条１項１号又

は２号に規定する税務代理又は書類の作成をした」ことをいうとの解釈を前

提として，税理士が委嘱者である納税者から帳簿，書類等の提示を受けられ

ないために，当該税理士の職業専門家としての知識と経験による判断をもっ

てしても真正の事実を把握することが困難な場合には，結果として，作成し

た書類が真正の事実に反していたとしても，「税理士が委嘱者である納税者

から提示を受けた帳簿，書類等に基づき自己の職業専門家としての知識と経

験による判断をもって真正の事実に反すると認識」するための前提を欠くも

のであり，この場合には，当該申告書作成時において入手可能な一定の資料

及び当該資料を前提とした職業的専門家としての知識と経験に基づく合理

的判断によって一応の税務書類の作成等をすれば，本件作成行為要件には該

当しないと解すべきである旨主張する。 

しかしながら，本件作成行為要件の文言は，単に，「真正の事実に反して

…税務書類の作成をした」というものであり，この文言からすると，原告が

主張するような場合（税理士が委嘱者である納税者から帳簿，書類等の提示

を受けられないために，当該税理士の職業専門家としての知識と経験による

判断をもってしても真正の事実を把握することが困難な場合）が除外されて

いると解釈することは，不可能であるといわざるを得ない。また，本件作成

行為要件に係る行為の故意については，単に真正の事実に反して税務書類の

作成をしたことの認識及び認容で足りると解するのが自然である。もっと

も，税理士が，入手可能な帳簿，書類等の資料を検討し，職業専門家として

の知識と経験による合理的な判断に基づき，それが真正の事実であるとの認

識に立った上で，税務書類の作成等をしたのであれば，結果的にそれが真正

の事実に反するものであっても，故意を欠くとの評価を受ける場合があり得
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るといえるが，原告が主張するように，税理士が，入手可能な帳簿，書類等

を前提とした合理的な判断に基づいて税務書類を作成するのであれば，作成

された税務書類が真実に反するとの認識があるとしても故意の要件を欠く

という解釈を採用することは困難であるといわざるを得ない。 

    この点に関連して，原告は，国税通則法１９条が修正申告を許容している

ことからすれば，諸般のやむをえない事情から税理士が真正の事実を把握す

ることが困難な場合には，暫定的な措置として仮の数字による申告をしてお

いた上で，後日真正の事実を把握でき次第修正申告をすることも許されてい

ると解されるべきである旨主張する。 

    しかしながら，国税通則法１９条に規定する修正申告の制度は，申告納税

制度の本旨に照らしてなるべく納税者が自らその納付すべき税額等を確定

する仕組みとすることが妥当であり，また，自発的に申告又は更正決定に係

る税額等を増額変更する意思のある者に対しては，その変更をするための納

税申告書の提出を認めて，これを提出することなく税務官庁の更正の処分を

受ける者よりも加算税などの面で有利な取扱いをすることが合理的である

という趣旨で設けられたものであって，真正の事実に反する確定申告を積極

的に容認する制度であると解することはできない。また，税理士制度におけ

る懲戒処分は，税理士業務の執行が納税者に対してのみならず，税務行政に

対しても重大な影響を与えるものであることから，税理士が税理士業務を執

行するに当たっての秩序を保持するための監督上の行政処分であって，修正

申告制度とはその趣旨を異にしており，修正申告の可否と税理士法４５条１

項に規定する懲戒事由の成否とを結び付けて解釈すべき根拠も乏しいとい

わざるを得ない。 

    以上のとおりであるから，原告の上記主張は，採用し難い。 

  (2) 以上を前提として本件について検討するに，①原告は，本件各確定申告書

及び本件各収支内訳書を作成するに当たり，本件メモ（甲４の１から３まで）
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に記載された売上金額は，何の根拠もない金額ではないが，同売上金額より

も実際の売上金額がより多額である可能性があると思っており，また，３年

分の納税額が合計１０００万円以下になることはないと思っていたにもか

かわらず（認定事実(6)），Ａの依頼により，３年分の納税額が合計１００

０万円以下となるように試算し，本件メモの売上金額（平成２０年分につい

ては売上金額から返金額を引いた金額）の５割相当額を申告上の売上金額と

し，その３割相当額を所得金額として記載したこと（認定事実(5)），②原

告自身，本件聴聞の期日において，本件各確定申告書の内容が事実に反する

という認識があったと述べていること（乙４・４枚目）からすれば，原告が，

本件各確定申告書等の内容が真正の事実に反し又は反するおそれがあるこ

とを認識及び認容していたことは明らかである。 

    これに対し，原告は，本件のように，特に，委嘱者が故意に税理士をだま

そうとして帳簿，書類等の証ひょうが委嘱者の手元に存在しないなどと当該

税理士に伝え，実際にも当該証ひょう類が捜査機関に押収された等の事情が

存在することによって委嘱者の上記言辞を信ずべき相当の理由が認められ

るために，当該税理士において「真正の事実」を把握するすべがない場合に，

当該税理士がやむなく当該委嘱者から提示を受けた真正の事実に合致する

と認めるにはおよそ不十分な資料を基に一応行った税務書類の作成が，結果

として，後日真正の事実に反していることが判明したときに，常に「真正の

事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をした」と認められてしまう

ことは，極めて不合理である旨主張する。しかしながら，原告は，その主張

するように，本件において，委嘱者から提示を受けた真正の事実に合致する

と認めるにはおよそ不十分な資料を基に税務書類の作成を一応行い，結果と

して，後日真正の事実に反していることが判明したにとどまるということは

できず，上記のとおり，本件メモの売上金額に基づいて税務書類を作成する

ことすらしないで，同売上金額の５割相当額を申告上の売上金額とし，その
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３割相当額を所得金額として，結果としても真正の事実に反する内容となる

ことが明らかな本件各確定申告書等を作成したというべきであるから，原告

の上記主張は，その前提において失当であり，採用することができない。 

  (3) 以上によれば，本件書類作成行為は本件作成行為要件を満たしており，原

告は税理士法４５条１項の規定に該当するというべきである。 

 ３ 争点(2)（本件処分が比例原則に反し，処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱する

ものか否か。）について 

  (1) 税理士等に対する懲戒処分等における効果裁量について 

   ア 税理士法は，税理士に対する懲戒処分として，戒告，１年以内の税理士

業務の停止及び税理士業務の禁止の３種類を定めた（同法４４条）上，脱

税相談等をした場合の懲戒と一般の懲戒とに区分し，税理士が，①故意に，

真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき，又は脱

税相談等をしたときは，１年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁

止の処分をすることができ（同法４５条１項），②相当の注意を怠り，こ

れらの行為をしたときは，戒告又は１年以内の税理士業務の停止の処分を

することができ（同条２項），③これらを除く租税に関する法令に違反し

たときは，上記の３種類の懲戒処分をすることができる（同法４６条）旨

定めている。なお，懲戒処分により税理士業務を行うことを禁止された者

で，当該処分を受けた日から３年を経過しないものは，欠格条項に該当し

（税理士法４条７号），税理士の登録がまっ消されることとなる（同法２

６条１項）。 

   イ このように，税理士法は，税理士に対する懲戒処分として戒告から税理

士業務の禁止まで軽重の幅がある処分を定めているところ，同法には，税

理士について懲戒事由がある場合において，懲戒処分をすべきかどうか，

懲戒処分をするときにいかなる処分を選択すべきかの判断の基準につい

ての具体的な定めが置かれていない。このことを踏まえると，上記の点に
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関する判断は，懲戒事由に該当すると認められる行為の性質，態様，結果，

影響等のほか，当該税理士の上記行為の前後における態度，懲戒処分等の

処分歴，選択する処分が他の税理士及び社会に与える影響等，諸般の事情

を考慮してされるべきものと解されるのであり，この判断は，平素から税

理士の指導監督の衝に当たる懲戒権者の裁量に委ねられていると解する

ことが相当である。したがって，懲戒権者が上記の裁量権を行使してした

懲戒処分は，それが社会観念上著しく妥当を欠いて裁量権の範囲を逸脱

し，又はこれを濫用したと認められる場合に限り，違法となるものという

べきである。 

   ウ ところで，税理士に対する懲戒処分の量定の判断要素及び量定の範囲に

ついては，財務省により本件告示が定められており（関係法令の定め(2)），

本件告示は，税理士が故意に真正の事実に反して税務書類の作成をしたと

きに関して，税理士の責任を問い得る不正所得金額に応じて，６月以上１

年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止を基本としつつ，①行為

の性質，態様，効果等，②税理士の行為の前後の態度，③懲戒処分等の処

分歴，④選択する処分が他の税理士及び社会に与える影響，⑤その他個別

事情を総合的に勘案し，決定するものとする旨定めている。税理士に対す

る懲戒処分に関して考慮すべき要素が上記イのとおりであることに照ら

せば，本件告示の上記の定めは，財務大臣による上記の判断に係る裁量基

準として合理性を有するというべきである。 

これに対し，原告は，本件告示は，税理士の責任を問い得る不正所得金

額と，上記①から⑤までの事情との間でその重要性に差異を設けるもので

はないと主張する。しかしながら，本件告示のⅠ第一の柱書きの文言から

すれば，本件告示は，同Ⅱに定める違反行為ごとの量定の考え方を基本と

すると定めていることが明らかであるし，同Ⅱにおいて，税理士法４５条

１項に定める本件作成行為要件に該当する違反行為をしたときの量定の
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基本的な判断要素が，税理士の責任を問い得る不正所得金額とする旨定め

ていることについては，税理士の使命が租税に関する法令に規定された納

税義務の適正な実現を図ることとされていること（同法１条）に照らして

も，合理性があるということができる。したがって，原告の上記主張は，

採用することができない。 

エ なお，本件告示の下において，税理士業務の禁止の処分がされた例とし

ては，関与先の法人税の確定申告に当たり，同社の会長から依頼を受け，

未成工事支出金の圧縮及び架空の雑損失を計上することにより所得金額

を不正に約６０００万円圧縮した申告書を作成したという事案がある。ま

た，税理士業務の１年の停止の懲戒処分がされた例として，関与先の所得

税の確定申告に当たり，架空経費を計上することにより所得金額を不正に

約４８００万円圧縮した申告書を作成したという事案がある。（乙８） 

  (2) 本件処分の懲戒処分としての当否等 

    本件について，上記の事情を見ると，以下のとおり認められる。 

   ア 原告の責任を問い得る不正所得金額 

     原告が作成したＡの平成２０年分の所得税の確定申告書について見る

と，本件メモのうち平成２０年分のもの（甲４の３）によれば，返金額を

差し引いた売上金額が１億４５０５万４９８４円，経費が４０００万円で

あり，所得金額が１億０５０５万４９８４円であったのに対し，所得金額

を２０７５万６２４７円として申告しているのであるから，原告の責任を

問い得る不正所得金額は，その差額８４２９万８７３７円である（なお，

同修正申告書（乙３の３）によれば，実際の所得金額は１億１８４２万０

０２２円であり，この金額との差額は９７６６万３７７５円である。）。 

     これに対し，原告が作成したＡの平成１８年分及び平成１９年分の所得

税の確定申告書について見ると，各年分に対応する本件メモには本件事業

に係る経費に関する明確な記載がないため，原告の責任を問い得る不正所
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得金額を算定することには困難があるが，本件メモの売上金額（平成１８

年分につき５４８万２０７８円，平成１９年分につき６５７５万７３５９

円）の５割に限って申告上の売上金額としたことについては，原告の責任

を問い得る不正所得金額に関連する事実として考慮に入れることができ

ると解される。 

     以上によれば，原告の責任を問い得る不正所得金額は極めて多額である

といわざるを得ない。 

   イ 行為の性質，態様，効果等 

     所得税は，その成立した納税義務について納税者自らの確定申告により

課税標準であるその年分の所得金額及び税額を確定し納税することを原

則とする申告納税方式（所得税法１２０条，国税通則法１６条）を採用し

ているところ，申告納税制度は，納税者が適正な申告をすることを前提と

して成立している。そして，税理士は，税務に関する専門家として，独立

した公正な立場において，申告納税制度の理念にそって，納税義務者の信

頼にこたえ，租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図る

ことを使命とする（税理士法１条）。したがって，税理士が，申告納税方

式を採用している所得税について，納税者の依頼により，故意に真正の事

実に反して税務書類の作成をすることは，それ自体，申告納税制度の理念

に反し，税理士の使命に反する悪質な行為であるといえる。 

     また，行為の態様を見ても，原告は，Ａの依頼により，３年分の納税額

が合計１０００万円以下となるように，本件メモの売上金額（平成２０年

分については売上金額から返金額を引いた金額）の５割相当額を申告上の

売上金額とし，その３割相当額を所得金額とすることとし，これに沿う売

上（収入）金額，経費，所得金額を記載して，本件各確定申告書及び本件

各収支内訳書を作成したものであり（認定事実(5)），悪質である。 

     さらに，行為の効果を見ても，Ａは，原告の行為により，上記アのとお



－35－ 

り極めて多額の所得金額を圧縮し，結果としては数千万円もの納税を免れ

ることになるものであって（別紙２の各「納税額」欄参照），重大である。 

     これらに対し，原告は，客観的に見ても，原告による確定申告書の作成

の結果として，従前，所得税を無申告，無納税であったＡについて，平成

１８年度分として４万２２００円，平成１９年度分として１５６万０３０

０円，平成２０年度分として５３５万４４００円の合計約７００万円の所

得税の納付が実現した旨主張するが，このような事情は，上記のとおりの

行為の性質及び態様の悪質さ，その効果の重大さという消極的な事情を上

回るような積極的な事情とは認められない。 

     なお，原告は，本件各確定申告時においては，被告のいう「本来納税す

べき金額」，すなわち本件各修正申告に基づく納税額を把握できなかった

旨主張してもいる。しかしながら，原告は，本件メモ（甲４の１から３ま

で）に記載された売上金額は何の根拠もない金額だとは思っておらず，納

税額も３年分で合計１０００万円以下になることはないと思っていた（認

定事実(6)）にもかかわらず，本件メモの売上金額の５割相当額を申告上

の売上金額とし，その３割相当額を所得金額とすることとし，これに沿う

本件各確定申告書及び本件各収支内訳書を作成したものである（認定事実

(5)）から，原告が主張する上記のような事情があったとしても，原告の

行為の悪質性及び重大性を何ら左右するものとは認められない。 

   ウ 税理士の行為の前後の態度 

     原告は，本件各確定申告後，Ａとの後日の修正申告の約束に基づき，修

正申告にいつでも取り掛かる準備でいたが，同人の巧妙な裏切り行為によ

って，これが実現せず，また，同人の所得税法違反被告事件においても，

本件聴聞の期日においても，一貫して真実を述べるなど，その態度に不誠

実な点は見られない旨主張する。 

     確かに，原告は，警察に押収された資料が返還されなければ正しい所得
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税の確定申告をすることができないと誤解していたことをＡに利用され

ていた面が見られるものの，平成２２年春頃に同人の所得税の申告に関与

することを正式に断るまでの間，修正申告することを積極的に同人に促し

ていた様子はうかがわれない（認定事実(7)）。また，Ａの所得税法違反

被告事件及び本件聴聞の期日において，虚偽の事実を述べていた様子はう

かがわれないが，これらの機会に真実を述べるべきことは当然である。そ

うすると，これらのことは処分の量定の判断に当たって格別に積極的な事

情として考慮しなければならないものとまでは認められないというべき

である。 

   エ 選択する処分が他の税理士及び社会に与える影響 

     原告は，後日の修正申告をする約束の下に，やむを得ず真実には合致し

ない金額での仮申告をして納税させる行為が，その動機や経緯にかかわら

ず最も重い懲戒処分を受けるとなれば，税理士は客観的な資料を有してい

ない依頼者からの申告依頼は受任せず，客観的な資料がない限りは申告を

しないという方向に萎縮するおそれがあり，結果として，「納税義務の適

正な実現」（税理士法１条）という使命を果たすことができないばかりか，

違法な無申告が増長しかねない旨主張する。 

     しかしながら，原告は，上記のとおり，①本件メモ（甲４の１から３ま

で）に記載された売上金額よりも，実際の売上金額が多額である可能性が

あると認識していた（認定事実(6)）にとどまらず，②納税額が３年分で

合計１０００万円以下になることはないと思っていた（認定事実(6)）に

もかかわらず，Ａの依頼により，３年分の納税額が合計１０００万円以下

となるように，本件メモの売上金額の５割相当額を申告上の売上金額と

し，その３割相当額を所得金額とすることとし，本件各確定申告書及び本

件各収支内訳書を作成したものである（認定事実(5)）。このような原告

の行為は，そもそも原告が主張するような「やむを得ず真実には合致しな
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い金額での仮申告をして納税させる行為」と認められないから，原告の上

記主張は，少なくとも本件については妥当せず，失当である。かえって，

原告の行為については，上記のとおり申告納税制度の理念に反し，税理士

の使命に反する行為であるというべきことからすれば，他の税理士及び社

会に与える影響を勘案し，厳格な処分が選択されるべきであるといえる。 

   オ その他個別事情 

     原告は，原告が本件のような暫定的な申告をした主たる動機は，従前，

納税の申告をしてこなかったＡに対して適正な納税を促し，再び，違法な

無申告を繰り返すことのないようにすることにあり，無申告を回避し，せ

めて当該時点において納税できる金額を納税させ，「納税義務の適正な実

現を図る」との税理士の使命を可能な限りで全うしようとしたものである

旨主張する。 

     しかしながら，原告は，上記のとおり，Ａの依頼により，３年分の納税

額が合計１０００万円以下となるように，本件メモ（甲４の１から３まで）

の売上金額の５割相当額を申告上の売上金額とし，その３割相当額を所得

金額とすることとし，本件各確定申告書及び本件各収支内訳書を作成した

ものである（認定事実(5)）。そうすると，原告が主張するように，原告

には自身の特別の利益を得ようとしたというような内心が存在すること

はうかがわれなかったとしても，このような原告の行為は，「適正な納税

を促した」，あるいは「『納税義務の適正な実現を図る』との税理士の使

命を可能な限りで全うしようとした」と評価することはできないものとい

わざるを得ない。 

  (3) 小括 

    以上のとおり，原告の責任を問い得る不正所得金額は極めて多額に上り，

原告の行為の性質及び態様は悪質で，その効果も重大であることが認められ

る。そして，原告の行為の前後の態度並びに選択する処分が他の税理士及び
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社会に与える影響の各要素に関しては，処分の量定の判断に当たって格別に

原告に有利に考慮すべき積極的な事情は認められない。 

    そうすると，原告には懲戒処分歴がなく，本件各確定申告に際して自身の

特別の利益を得ようとしたというような内心が存在することはうかがわれ

ないという事情を考慮したとしても，処分行政庁が，上記前提事実(4)アの

①及び②の不利益処分の原因となる事実を理由として，原告に対して税理士

業務の禁止の処分（本件処分）を選択したという判断は社会通念上著しく妥

当を欠いて裁量権の範囲を逸脱し，又はこれを濫用したものとは認められ

ず，本件処分は適法であるというべきである。 

 ４ 結論 

   よって，原告の請求は理由がないから棄却することとし，訴訟費用の負担に

ついて行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条を適用して，主文のとおり判決

する。 
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